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目的別
Ａ－Ｂ

性質別 当　初Ｂ 構成比
　Ｂ　％

178,474 1,179,438 750,837 246,109 189,520 124,289 266,347 36,076 465,143 3,436,233 16.5 3,228,163 15.7

18,681 799,566 318,284 413,850 795 14,663 128,365 196,159 27,557 1,324,403 3,242,323 15.5 3,287,979 16.0

1,130 38 300 155 136,908 1,000 23,330 162,861 0.8 162,043 0.8

22,060 4,912,529 3,964 270,895 5,209,448 25.0 4,940,066 24.0

3,288 241,741 184,067 692,101 398 200,854 79,897 559,505 837,100 71,437 2,870,388 13.8 3,026,690 14.7

18,327 6,105 25,508 65,004 5,769 722,785 46,137 1,524,323 1 2,413,959 11.6 2,489,290 12.1

25,310 5,000 518,606 11,659 560,575 2.7 854,504 4.2

18,327 6,105 198 65,004 769 204,179 46,137 1,512,664 1 1,853,384 8.9 1,634,786 7.9

3 3 0.0 3 0.0

500 1,662,589 1,663,089 8.0 1,663,457 8.1

11,833 11,833 0.0 7,312 0.0

12,000 4,500 16,500 0.1 16,000 0.1

1,743,609 32,754 1,776,363 8.5 1,718,997 8.3

35,000 35,000 0.2 35,000 0.2

200,443 2,272,965 7,917,061 1,381,532 1,231 470,341 350,475 1,914,458 947,870 3,684,031 3 1,662,589 1 35,000 20,838,000 100.0 20,575,000 100.0

1.0 10.9 38.0 6.6 0.0 2.2 1.7 9.2 4.5 17.7 0.0 8.0 0.0 0.2 100.0

令
和

年
度

Ａ－Ｂ
　 Ｂ　 ％

令 和 ７ 年 度 予 算 の 状 況   (一 般 会 計)
  (単位:千円)

議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 労 働 費
農 林
水 産 業 費

商 工 費 土 木 費 予 備 費 合　計Ａ 構成比

令 和 ６ 年 度

人 件 費 6.4

消 防 費 教 育 費
災 害
復旧費

公 債 費
諸 支
出 金

前年度
繰 上
充用額

補 助 費 等 △ 5.2

普 通 建 設
事 業 費

△ 3.0

  (１) 補  助 △ 34.4

物 件 費 △ 1.4

維持補修費 0.5

扶 助 費 5.5

失 業 対 策
事 業 費

公 債 費 0.0

積 立 金 61.8

  (２) 単  独 13.4

  (３) その他

災 害 復 旧
事 業 費

0.0

前年度繰上
充 用 金

予 備 費 0.0

合　計Ａ 1.3

投 資 及 び
出 資 金

貸 付 金 3.1

繰 出 金 3.3

構 成 比

当　初Ｂ 198,794 2,305,584 7,876,347 1,315,568 1,388 487,299 355,688 35,000 20,575,000

６

構 成 比 1.0 11.2 38.3

2,056,686 979,264 3,300,521 3 1,662,857 1

0.8 △ 1.4 0.5 5.0 △ 11.3

16.0 0.0 8.1 0.0 0.26.4 0.0 2.4 1.7 10.0 4.7

△ 3.5 △ 1.5 △ 6.9 △ 3.2 11.6 0.0

100.0

0.0 0.0 0.0 1.3
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（歳　入）　・地方消費税交付金（社会保障財源化分）

（歳　出）　・社会保障施策に要する経費

【社会保障施策に要する経費】

障 害 者
福祉事業

高 齢 者
福祉事業

児童福祉
事 業

母子福祉
事 業

生活保護
事 業

小　計
介護保険
事 業

国民健康
保険事業

後期高齢
者 医 療
事 業

小　計
疾病予防
対策事業

医療提供
体制確保
事 業

小　計

1,200,368 22,383 2,445,037 171,752 720,047 4,559,587 440,862 10,666 521,383 972,911 223,161 323,161 546,322 6,078,820

900,253 999 2,009,569 57,250 552,642 3,520,713 0 0 0 0 23,440 128,855 152,295 3,673,008

うち国県支出金 900,253 0 1,933,224 57,250 551,232 3,441,959 0 0 0 0 23,400 111,645 135,045 3,577,004

う ち そ の 他 0 999 76,345 0 1,410 78,754 0 0 0 0 40 17,210 17,250 96,004

300,115 21,384 435,468 114,502 167,405 1,038,874 440,862 10,666 521,383 972,911 199,721 194,306 394,027 2,405,812

うち社会保障
財源化分の
地方消費税
交 付 金

90,904 6,477 131,903 34,683 50,707 314,674 133,537 3,231 157,926 294,694 60,495 58,855 119,350 728,718

※介護保険事業及び国民健康保険事業については、保険給付費に対する一般会計からの繰出金を経費としている。

　消費税引き上げ分は、各事業の一般財源の按分により充当している。

経 費

一　般　財　源

財
 
 
源
 
 
内
 
 
訳

特　定　財　源

令和７年度地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

（単位：千円）

事 業 名

社　会　福　祉 社　会　保　険 保　健　衛　生

合　計

728,718千円

6,078,820千円
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令和７年度予算における主要事業の概要 

一 般 会 計                                                      （単位：千円） 

款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

２ 

総 務 費 

１ 

総 務 

管 理 費 

１ 

一般管理費 

 

行政改革推進事業 

 

3,818 

 

○デジタル社会の進展に対応するため、ＡＩやＩＣＴの効果的な活用によ

り業務の効率化を図り、持続可能な行財政運営基盤を構築する。 

・ＤＸ推進人材の育成 

・議事録作成支援システムの運用 

・ＡＩ－ＯＣＲ、ＲＰＡの利用推進 

 

２ 

人事管理費 

 

職員研修事業 

 

1,803 

 

○地方分権の時代に対応した質の高い行政運営を進めるため、人材育成事

業として各種研修等を実施し、職員一人ひとりの資質向上を図る。 

・市独自研修の実施 

・外部研修への派遣 

・資格取得助成 

・自主研究グループ活動事業補助 

 

６ 

財産管理費 

 

元市役所本庁舎解体事業 

 

46,310 

 

○新庁舎の開庁に伴い、庁舎機能の役割を終えた元市役所本庁舎の解体工

事を実施する。 

・元市役所本庁舎解体工事 

（令和６、７年度継続事業） 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  ７ 

企 画 費 

 

シティプロモーション事業 

 

2,086 

 

○本市の地域資源が持つ魅力や個性を市内外にプロモーションすることで､

郷土愛醸成とイメージアップを図り、関係人口の拡大及び移住・定住、

ふるさと納税の促進に寄与する。 

・イベント等出店によるＰＲ活動 

（特産品、グッズ、パンフレットの展示・配布） 

・ＳＮＳ等を活用した情報発信 

・まゆげったを活用したＰＲ活動 

・シティプロモーション推進懇談会の開催 

 

 

第６次総合計画策定事業 

 

7,492 

 

○本市の行政運営を総合的かつ計画的に行う指針となる第６次結城市総合

計画における後期基本計画を、令和６年度から２か年で策定する。 

（令和６、７年度継続事業） 

・計画期間 令和８年度から12年度 

・実施内容 策定審議会及び策定委員会の開催、パブリックコメント

の実施、計画書の印刷・製本等 

 

 

移住・定住促進事業 

 

6,153 

 

○本市への移住・定住人口の増加を図るため、企業・団体等や子育て世代

を対象に関係人口を創出するとともに、地域コミュニティの形成や郷土

愛の醸成を促す。 

・関係人口創出・拡大業務の実施 

・子育て世代移住定住促進業務の実施 

・移住支援金、地方就職支援金の交付 

・若者世代を対象とした同窓会開催支援 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

   

 

 

地域おこし協力隊事業 

 

8,249 

 

○地域外の人材を積極的に受入れ、地域協力活動を通して定住・定着を図

ることで、意欲ある都市住民のニーズに応えながら地域力の維持・強化

を図る。 

・地域おこしのために市が委嘱したミッション及び隊員が自ら企画・

立案するフリーミッションに係る活動に対する謝礼 

・隊員の定住及び地域おこし活動に要する経費を補助 

・新規隊員受入れのための募集経費 

・おためし地域おこし協力隊の実施 

 

 

企業版ふるさと納税事業 

 

2,301 

 

○地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）を活用し、地方創生事業に対

する企業からの寄附の募集・受入れを推進することで、自主財源の確保

を図る。 

・企業版ふるさと納税運営委託 

 

11 

国 際 交 流 

推 進 費 

 

外国人一元的相談窓口設置

事業 

 

5,462 

 

○在留外国人に対し、行政に関する手続きの相談、生活に係る適切な情報

提供を迅速に行うため、多言語で行う外国人一元的相談窓口を運営する｡ 

・市に関する手続きや業務、その他生活全般に関する相談・通訳 

・外国人向け「お知らせ版」の翻訳・発行 

・行政や生活に関する通知・案内文等の翻訳・作成 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  13 

協 働 の 

まちづくり 

推 進 費 

 

市民参画・市民活動支援 

事業 

 

12,062 

 

○地域コミュニティや市民活動の活性化を進め、行政への市民参画を促す

ため、協働のまちづくりに対する市民の理解と意識の向上を図る。 

・ふれあい出前講座の開催 

・協働のまちづくり連続型講座の開催（一般市民、高校生対象） 

・協働のまちづくり職員研修の開催 

・協働のまちづくり推進委員会の開催 

・協働のまちづくり推進事業補助金（公募型補助金）制度の実施 

補助率１／２以内  補助限度額100,000円 

 

 

環境美化パートナーシップ

事業 

 

101 

 

○環境美化意識の高揚と地域コミュニティの活性化を図るため、市民団体

等が継続的にボランティアで取り組む道路や緑地等の清掃・除草などの

活動に対し、当該団体との合意に基づき、物品等の支給や用具の貸与、

傷害保険への加入など必要な支援を行う。 

 

 

市民活動支援センター運営

事業 

 

366 

 

○市民の公益的な活動を活性化し、協働のまちづくりを推進するため、情

報の収集・発信、活動・交流などの拠点として市民活動支援センターを

運営する。 

・市民活動に関する情報の収集・発信 

・市民活動に関する相談・交流・研修及び学習 

 

 

 

 

 

 

- 8 -



 

款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  14 

公共交通費 

 

公共交通整備事業 

 

34,860 

 

○日常的な交通手段を確保し、生活の利便性と地域福祉の向上を図るため

公共的交通として巡回バスを運行する。 

・運行体制 

運行車両３台／市内７路線（月～土曜日運行） 

・バス停留所の環境整備 

バス停留所の視認性を高めるため、既設バス停留所の反対側歩道､

路肩への新規バス停留所増設又は既設バス停留所看板に両面加工

を行う。 

・車両の購入 

老朽化した車両を更新するため、先進安全装置が標準装備された

バスを１台購入する。 

 

３ 

戸籍住民

基 本 

台 帳 費 

１ 

戸 籍 住 民 

基本台帳費 

 

コンビニ証明書交付事業 

 

6,003 

 

○市民が身近なところで、早朝から深夜まで証明書交付サービスを受けら

れるよう、コンビニでの証明書交付を行う。 

・住民票の写し、印鑑登録証明書 

・税証明の一部 

（市県民税の課税証明書･非課税証明書、所得証明書、納税証明書） 

 

５ 

統 計 

調 査 費 

２ 

諸 統 計 

調 査 費 

 

国勢調査事業 

 

21,941 

 

○５年に１度、国内の人口・世帯の実態を把握し、各種行政施策への利用

やその他の基礎資料を得ることを目的として、調査を実施する。 

・基準日 令和７年10月１日 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

 ７ 

交通安全 

対 策 費 

１ 

交 通 安 全 

対策推進費 

 

明るい地域づくり推進事業 

 

5,904 

 

○防犯灯設置補助事業 

明るい地域づくりを推進し、市民の安全と犯罪の防止に資するため、自

治会等で設置する防犯灯に対して助成を行う。 

・補助率   １／２ 

・補助限度額 １自治会につき150,000円 

 

○特殊詐欺対策電話機等購入費補助事業 

近年増加している高齢者に対する特殊詐欺（ニセ電話詐欺）被害を防止

するため、対応電話機等を購入した世帯に対して助成を行う。 

・補助率   １／２ 

・補助限度額 5,000円 

・補助対象  65歳以上の高齢者がいる世帯 

 

○防犯カメラ設置補助事業 

地域の犯罪抑止に資するため、個人や自治会等が設置する防犯カメラに

対して助成を行う。 

・補助率   １／２ 

・補助限度額 20,000円 

 

○防犯カメラ設置事業 

安全で住みよいまちづくりを進めるため、市内に防犯カメラを増設する｡ 

・小学校周辺及び通学路 ２基 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  ２ 

交 通 安 全 

施設整備費 

 

施設管理事業 

 

11,149 

 

○交通安全施設の整備及び維持管理を行い、交通事故防止を図る。また、

法律施行により有害物質を含む街路灯を処分する必要が生じたことに伴

い、市管理の通学路街路灯をＬＥＤに交換する。 

 

 

施設整備事業 

 

555 

 

○通学路街路灯を設置し、通学路における児童、生徒の交通事故防止及び

犯罪の抑止を図る。 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

３ 

民 生 費 

１ 

社 会 

福 祉 費 

１ 

社 会 福 祉 

総 務 費 

 

避難行動要支援者対策事業 

 

2,188 

 

○災害時に避難行動要支援者が速やかに避難できるよう、地域支援の理解

を深め、関係機関等と連携しながら支援体制を強化する。 

・災害時に自力避難が困難な高齢者や障害者等の名簿の作成 

・避難支援のための個別避難計画の作成 

・支援関係機関で名簿情報を共有し、災害時における安否確認や平常

時における見守り活動への活用 

・災害時に適切な避難支援ができるよう、地域住民に対し制度の周知

と啓発 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  

 

 

 

 

生活困窮者自立支援事業 

 

14,187 

 

○生活保護に至る前段階での自立支援対策強化のため、次の事業を実施す

る。 

・自立相談支援事業 

就労その他の自立に関する相談支援及び自立に向けたプランを作

成する。 

・住居確保給付金事業 

離職ややむを得ない休業等で住居を失った（又はそのおそれがあ

る）生活困窮者に対し、生活保護の住宅扶助に準ずる家賃相当の

給付金を支給する。 

・子どもの学習支援事業 

就学児童・生徒に対して、将来生活困窮にならないように、小学

４年生から高校生までにおける学習を支援する。 

・就労準備支援事業 

直ちに一般就労への移行が困難な生活困窮者に対して、一般就労

に従事する準備としての基礎能力の形成を、計画的かつ一貫して

支援する。 

・家計改善支援事業 

多重債務、各種滞納、家計管理ができない等、問題のある世帯に

家計簿のつけ方や支出管理を支援し安定した生活を送れるように

する。 

・居住支援事業 

居所を失った生活困窮者に、一定期間衣食住を提供し、その間に

就労活動等を支援し、自立に結びつける。また、地域社会から孤

立した状態にある生活困窮者に、一定期間、訪問により必要な情

報を提供する。 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  

 

３ 

障 害 者 

福 祉 費 

 

障害者相談支援事業 

 

831 

 

○関係機関との連携により、障害者（児）に対し情報提供や権利擁護に必

要な支援等を行い、障害者（児）が、地域で自立し安心した日常生活・

社会生活を営むことができるよう、相談支援体制の整備を図る。 

・障害者（児）等を支えるネットワークの中核的な役割を果たす市地

域自立支援協議会の活動の充実を図る。 

・障害者基幹相談支援センターを中心として関係機関のネットワーク

を強化し、支援者のスキルアップや地域の社会資源の開発・改善を

進め、相談支援を充実させる。 

 

 

障害者社会参加促進事業 

 

2,122 

 

○障害者の社会参加を支援、促進するために委託事業の実施及び助成を行

う。 

・障害者社会参加促進事業（市社会福祉協議会へ委託） 

レクリエーション活動等支援、芸術文化活動振興、点字・声の広

報等発行事業、奉仕員養成研修事業（手話奉仕員・朗読奉仕員）､

参加支援事業 

・手話通訳者資格取得等助成金 

教材費助成、養成講座受講助成 

・障害者自動車運転免許取得費等助成金 

自動車免許取得費助成、自動車改造費助成 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  

 

４ 

老人福祉費 

 

ひとり暮らし高齢者等緊急

通報システム整備事業 

 

2,858 

 

○ひとり暮らし高齢者及び高齢者世帯（どちらか一方が要介護４以上）が

体調不良等の際に24時間対応のコールセンターに通報できる緊急通報装

置を設置し、日常生活の不安の解消を図る。 

・緊急通報装置の設置、保守 

・緊急通報受信対応、健康相談対応、安否確認連絡 

 

 

高齢者移動支援事業 

 

7,121 

 

○高齢者の移動手段確保のため、市がタクシーを高齢者移動支援用として

借上げ、定額で利用できるサービスを実施する。 

・借上げ台数  ２台 

 

５ 

医療福祉費 

 

少子化対策医療費助成事業 

 

82,661 

 

○安心して子育てができる環境づくりの一環として、子育て世帯の経済的

負担の軽減を図るため、妊産婦（妊娠の継続又は安全な出産のために必

要な治療に限る）・小児（０歳から18歳まで）に対し、医療費を助成す

る。 

・助成対象 

所得制限により、県が実施する医療福祉費支給制度が受けられな

い妊産婦・小児 

県の制度の対象にならない中学１年生から18歳までの外来医療費 

・助成対象の拡充（医療費無償化） 

妊産婦・小児の自己負担分（令和６年10月診療分から） 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  

 

６ 

人権推進費 

 

男女共同参画推進事業 

 

1,420 

 

○男女共同参画について、市民の理解と意識の高揚を図るため、第３次男

女共同参画基本計画に基づき各種事業を推進する。 

・基本計画における施策及び事業評価の実施、公表 

・啓発事業（男女共同参画推進講演会、出前講座、研修会の開催） 

・女性人材登録制度の周知、運用促進 

 

９ 

生 き が い 

ふ れ あ い 

センター費 

 

施設運営管理事業 

 

5,252 

 

○高齢者等にふれあいの場を提供し、生きがい活動、健康増進及び介護予

防を推進する。 

 

 

２ 

児 童 

福 祉 費 

１ 

児 童 福 祉 

総 務 費 

 

要保護児童対策事業 

 

312 

 

○要保護児童等（要支援児童及び特定妊婦を含む）の早期発見、適切な保

護及び支援を図る。 

・市要保護児童対策地域協議会の運営 

・児童虐待防止研修会の開催 

・「オレンジリボン運動」ほか児童虐待防止啓発活動の実施 

 

 

ママパパ子育て応援事業 

 

600 

 

○保育所等に通園していない就学前の子どもを保育している保護者に対し､

一時預かり事業を利用する際の費用を補助する。 

・１枚で１時間利用できる券24時間分（24枚綴り）を就学前の子ども

の保護者に交付 

・一時預かり事業提供施設に業務委託 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  

 

 

 

 

保育士人材確保事業 

 

513 

 

○待機児童解消及び質の高い保育を安定的に供給するため、保育士人材確

保に向けた次の事業を実施する。 

・保育士就労支援事業 

保育士資格新規取得者に対し、市内民間保育施設に就職した際の

祝金を支給する。 

祝金 100,000円 

・市内保育施設見学ツアー実施事業 

市内保育施設を巡るツアーを実施する。 

 

 

子育て世帯すこやか祝金 

支給事業 

 

15,700 

 

○子どもの１歳と３歳の誕生日をお祝いし、健やかな成長を願って祝金を

支給することで、子育て世帯を支援する。 

祝金 30,000円（子ども一人当たり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 17 -



 

款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  

 

２ 

児童措置費 

 

地域子育て支援事業 

 

54,964 

 

○乳幼児を取り巻く環境の変化に対応するため、次の事業を実施する。 

・病児保育事業【病児対応型】 

事業内容 病気時、病気回復期の児童を専用施設で一時的に保育

する事業を委託する。 

委託先  （医）達生堂 城西病院 

・ファミリーサポートセンター事業 

事業内容 子どもの預かり援助を希望する利用会員と援助を行う

協力会員の調整を図り、会員相互をコーディネートす

る事業を委託する。 

委託先  市社会福祉協議会 

・子育て短期支援事業 

事業内容 保護者の疾病などで、一時的に家庭での養育が困難に

なった児童を保護・養育する事業を委託する。 

委託先  乳児院及び児童養護施設 

・延長保育促進事業 

事業内容 認定保育時間を超えて延長保育を実施する市内の保育

所及び認定こども園に補助金を交付する。 

・病児保育事業【体調不良児対応型】 

事業内容 保育中の体調不良児について、保育所等の専用スペー

ス等において看護師等が一時的に保育する市内の保育

園及び認定こども園に補助金を交付する。 

・地域子育て支援センター事業 

事業内容 乳幼児と保護者が相互交流を行う場を設け、相談や助

言、情報の提供を実施する施設に補助金を交付する。 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

○一時保育促進事業 

・一時的に保護者による保育が困難となった乳幼児について、一時預

かり事業により保育を行う市内の保育所及び認定こども園に補助金

を交付する。 

 

５ 

放課後児童 

健全育成費 

 

放課後児童健全育成事業 

 

127,078 

 

○保護者が就労等により家庭にいない小学生の健全育成を図るため、授業

終了後等に適切な生活の場を提供する事業を委託する。 

・実施場所（15放課後児童クラブ保護者会、民間事業者） 

結城西小児童クラブ     結城西小第二児童クラブ 

結城西小第三児童クラブ   結城小学校学童クラブ 

結城小学校第二学童クラブ  結城小学校第三学童クラブ 

城西小児童クラブ      城西小第二児童クラブ 

城南小学童クラブ      城南小第二学童クラブ 

江川北小学童クラブ     絹川小学童クラブ 

山川小学童クラブ      上山川小学校学童クラブ 

江川南小学童クラブ 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

４ 

衛 生 費 

１ 

保 健 

衛 生 費 

２ 

予 防 費 

 

予防接種事業 

 

158,744 

 

○予防接種法に基づき、対象年齢の者に予防接種を行い、感染のおそれの

ある疾病の発生及びまん延を予防し、市民の健康維持と公衆衛生の向上

に努める。 

・定期接種 小児  14種類 

高齢者 ４種類 

・任意接種     ２種類 

 

 

緊急医療体制事業 

 

27,934 

 

○在宅当番医（日曜当番）を市医師会に委託し、休日における地域の急病

患者の医療を確保する。 

・委託内容 日曜・祝日、年末年始 午前９時～午後４時 

１日当たり２医療機関が実施 

 

○地域住民の救急搬送の円滑な実施を推進するため、市内の二次救急医療

機関に対し救急搬送件数に応じた支援を実施する。 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  

 

３ 

保 健 師 

設 置 費 

 

妊産婦・乳児健康診査事業 

 

35,801 

 

○妊娠届出時に母子健康手帳の交付や多言語対応母子手帳アプリの登録を

促進し、保健指導を行う。 

 

○妊婦・産婦・乳児の健康管理のため、医療機関に健康診査を委託し疾病

や障害の早期発見、早期治療・早期支援に努める。 

・妊婦       14回 

・産婦       ２回 

・１か月児     １回 

・乳児（１歳未満） ２回 

・新生児聴覚検査  １回（必要に応じ確認検査） 

 

 

乳児家庭全戸訪問等事業 

 

516 

 

○安心して子育てができるよう、家庭訪問等による子育て支援情報の提供

及び指導助言を行う。 

・生後４か月までの乳児がいる家庭を、保健師等が全戸訪問し情報提

供及び必要な支援を行う。 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  

 

 

 

 

妊娠・出産包括支援事業 

 

1,821 

 

○妊娠期から出産・子育てまで切れ目ない支援を行うことにより、出産・

子育てに係る父母の不安や負担の軽減を図り、安心・安全な出産、子育

てに臨めるようサポートする。 

・利用者支援事業 

母子保健コーディネーターが全妊産婦を把握し、支援が必要な方

に対しプランを作成する。 

・産前・産後サポート事業 

産前教室、産後教室を実施する。 

・産後ケア事業 

宿泊型、訪問型、通所型により母子の心身のケアを行う。 

 

 

不妊治療費助成事業 

 

1,500 

 

○不妊治療を受けている夫婦の経済的負担軽減を図るため、保険適用の生

殖補助医療である体外受精、顕微授精及びこれに伴う男性不妊治療に係

る費用の一部を助成する。 

・助成額 上限100,000円 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  

 

４ 

保健事業費 

 

健康診査事業 

 

46,590 

 

○疾病の早期発見のため各種健診を推進し、市民の健康保持に努める。 

・がんの早期発見・早期治療のためのがん検診 

（肺、喀痰、胃、大腸、乳房、子宮、前立腺等） 

・新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業として「検診手帳｣

及び「検診無料クーポン券」を子宮頸がん及び乳がん検診の該当者

へ個別通知 

・特定健康診査に準ずる健康診査 

対象者 30歳から39歳までの方 

40歳以上の生活保護受給者 

・肝炎ウイルス検診及び骨粗鬆症検診 

 

 

健康教育相談事業 

 

1,723 

 

○脳血管疾患や糖尿病で死亡する人の割合が国・県に比べ高いことから、

生活習慣病予防や生活習慣改善のため健康教育や相談事業を実施する。 

・生活習慣病予防・改善教室 

・定例健康相談 

・ハイリスク者に対する訪問指導 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  

 

 

 

 

健康づくりスタート応援 

事業 

 

587 

 

○市民が健康への関心を高め、自ら継続的に健康づくりに取り組むことを

目指し、各種事業を実施する。 

・健康管理をサポートするため、市役所等に自動血圧計、ベジチェッ

クを設置 

・県公式健康推進スマートフォンアプリ「元気アっプ！リいばらき」

の普及と啓発 

・健康づくり応援店の認定と周知 

 

６ 

環 境 衛 生 

総 務 費 

 

地球温暖化対策事業 

 

752 

 

○環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）を構築し、環境に配慮した事務事

業を継続的に行うことにより、地球温暖化防止などの環境負荷の低減に

努め、環境管理体制の確立を図る。また、ゼロカーボンシティに取り組

み、2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロを目指す。 

・環境マネジメントシステム内部監査員養成研修 

・環境マネジメントシステム外部審査の実施 

・環境教育講座の実施 

・自立・分散型エネルギー設備導入促進事業補助 10件 

補助金額 １設備当たり50,000円（補助率10／10） 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  

 

 

 

 

空家等対策事業 

 

1,874 

 

○空家等の管理不全な状態を防止することで、生活環境の保全及び安心安

全なまちづくりの推進に寄与する。 

・管理不全な空家等の助言、指導等 

・空家等対策協議会の開催 

・空家等に関する情報収集 

・緊急安全措置実施委託 

 

○著しく管理状態の悪い空家等の解体費用の一部を補助し、管理不全の空

家等の解消を促進する。 

・空家等解体費補助 ５件 

補助限度額 300,000円（補助率１／２） 

 

２ 

清 掃 費 

１ 

清掃総務費 

 

合併処理浄化槽等設置事業 

 

24,810 

 

○公共用水域の水質汚濁防止と生活環境の改善及び公衆衛生の向上を図る

ため、浄化槽設置整備計画に基づいて浄化槽設置補助を行う。 

・補助対象 

公共下水道認可区域、農業集落排水事業計画区域及び地域し尿処

理施設整備事業計画地域を除いた区域 

５人槽          40基 

６～７人槽        10基 

10人槽          ５基 

単独処理浄化槽撤去費補助 10基 

くみ取り槽撤去費補助   ５基 

宅内配管工事費補助    10件 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  ２ 

廃 棄 物 

処 理 費 

 

廃棄物処理対策事業 

 

93,949 

 

○一般廃棄物を適正に処理するため、家庭から排出される廃棄物の収集を

行う。 

・可燃物・不燃物収集委託    231日／年 

・粗大ごみ収集委託       216日／年 

・有害ごみ収集委託        12日／年 

 

 

資源物分別収集事業 

 

57,929 

 

○資源物を有効に活用するため、15品目の分別収集を行う。 

・資源物回収売却還元金 

・資源物分別収集委託（紙類・ビン類・缶類） 

 

 

ごみ減量化対策事業 

 

207 

 

○ごみ減量化の意識向上のため、市民を対象にした環境講座を開催すると

ともに、電動生ごみ減量化器具購入者に対し補助を行う。また、食品ロ

スの削減とＳＤＧｓの取組を推進するため、フードバンク活動に協力す

る。 

・市民環境講座  年１回 

・ごみ減量化器具設置補助 

補助限度額  20,000円（補助率１／２） 

・フードバンク「きずなＢОＸ」の設置（市役所・公民館） 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

５ 

労 働 費 

１ 

労 働 費 

１ 

労 働 諸 費 

 

雇用促進対策事業 

 

323 

 

○市内企業の人材確保支援及び若者の就職支援のための各種施策を実施す

ることにより、地域経済の発展、若年層等の雇用促進及び定住化を図る｡ 

・高校等と市内企業との就職情報交換会 

・企業説明会 

・雇用促進対策セミナー 

・「はたちのつどい」企業案内 

・高校生を対象とした職場見学バスツアー 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

６ 

農 林 水 

産 業 費 

１ 

農 業 費 

３ 

農業振興費 

 

農業振興事業 

 

4,907 

 

○安定的で高品質な水稲を生産するため、病害虫の広域一斉防除に必要な

薬剤費及び無人ヘリコプターチャーター費の一部を補助する。 

・農林航空防除事業補助 

事業主体   市農林航空防除実施本部 

実施面積   586ha 

対象農家戸数 581戸 

 

 

認定農業者等育成事業 

 

3,900 

 

○集落営農推進事業 

集落営農組織が地域農業の振興を図るために、農作業の共同化・農業用

機械の共同利用を目的として導入する機械整備費用の一部を補助する。 

・実施団体 認定農業者を中心とする地域営農集団 

・補助率  事業費の１／４以内（上限600,000円） 

 

○経営・継承発展等支援事業 

地域の農地利用等を担う経営体を確保するため、人・農地プランに位置

付けられた中心経営体等から経営を継承した後継者が、その経営を発展

させるために実施する取組に必要な経費を支援する。 

・補助金額  補助対象経費1,000,000円（上限） 

 

○新規就農者育成総合対策事業 

原則50歳未満の認定新規就農者が安定した経営を図るため、就農開始３

年間において補助する。（農業次世代人材投資事業の令和４年度以降採

択者が本事業に移行） 

・補助金額  年間1,500,000円（夫婦型の場合2,250,000円） 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  

 

 

 

 

環境共生型農業推進事業 

 

1,138 

 

○有機農業を始めとした環境共生型農業を推進するため、現地での講師に

よる技術指導及び普及啓発等を実施する。 

・有機農業に関する現地技術指導 

・有機農業に関する講演会・ディスカッション 

・有機ＪＡＳ認証取得支援補助 

有機ＪＡＳ講習会受講に係る経費（上限 10,000円） 

有機ＪＡＳ認証に係る経費   （上限140,000円） 

・有機農業研修受講支援補助 

日本農業実践学園で１か月間の研修コースを受講する者への補助 

（補助率１／２、上限60,000円） 

 

 

農畜産物販売促進事業 

 

442 

 

○市産農畜産物を市内外へＰＲ等をすることにより、販売促進を図る。 

また、農畜産物の特性を活かした新商品の開発を進める。 

・農産物販売促進活動委託 

・いばらき食の魅力発信協議会負担金 

・市農産物消費対策推進協議会負担金 

 

 

有害鳥獣被害対策事業 

 

1,546 

 

○有害鳥獣（アライグマ）回収・処分の外部委託により、増加する有害鳥

獣被害への対策を推進する｡ 

・有害鳥獣回収・処分委託 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  

 

４ 

園芸振興費 

 

園芸振興事業 

 

2,679 

 

○使用済農業用プラスチック類の有効かつ効率的な収集・処理方法を検討

し、環境に優しい農業の推進と園芸農家の健全な発展を図る。 

・市農業用廃プラスチック収集処理対策協議会補助 

事業主体 市農業用廃プラスチック収集処理対策協議会 

（１）収集活動費  

・補助額   80,000円 

（２）処分費 

・補助額   ５円／kg 

・予定処分量 160,000kg 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  

 

５ 

畜 産 業 費 

 

畜産業振興事業 

 

3,903 

 

○家畜防疫事業 

安全・安心な畜産物を生産し畜産経営の安定化を図るため、家畜伝染病

の防疫対策として、予防接種を行う畜産農家に対し、その費用の一部を

補助する。 

・ＰＥＤワクチン予防接種 

事業主体 市家畜畜産物衛生指導協会 

定額補助 １回当たり100円 

・ＣＳＦワクチン予防接種 

事業主体 市家畜畜産物衛生指導協会 

補助率  補助対象経費の１／10以内 

・牛疾病ワクチン予防接種 

事業主体 市家畜畜産物衛生指導協会 

補助率  補助対象経費の１／３以内 

・乳牛疾病検査（牛ヨーネ病検査・牛白血病検査）※４年に１度 

事業主体 市家畜畜産物衛生指導協会 

補助率  補助対象経費の１／２以内 

 

○畜産環境対策事業 

畜産環境の改善の推進を図るため、家畜ふん尿の害虫対策として、殺虫

剤を購入する畜産農家に対し、その費用の一部を補助する。 

・事業主体  市家畜畜産物衛生指導協会 

・補助率   補助対象経費の１／３以内（上限１戸10,000円） 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  

 

６ 

農 地 費 

 

土地改良事業 

 

75,811 

 

○農地及び土地改良施設の機能保持や強化のため、農家や施設管理者等が

行う維持管理事業に対し、経費の一部を助成する。 

・用排水路改修工事用材料支給     北南茂呂地区 外１地区 

・山川沼地区県営湛水防除事業負担金  山川沼２期地区 

・県営土地改良事業計画調査費負担金  大木地区  外１地区 

・維持管理適正化事業         繁昌塚地区 外１地区 

・多面的機能支払交付金        地域組織  ８組織 

広域組織  １組織 

 

７ 

霞ヶ浦用水 

事 業 費 

 

畑地帯総合整備事業 

 

38,950 

 

○県営事業として実施する武井地区畑地帯総合整備事業の費用の一部を負

担し、農地の大区画化や道路等の整備を推進して、農業生産性の向上を

図る。 

・武井地区畑地帯総合整備事業負担金 

埋蔵文化財調査 一式 

区画整理工   一式 

 

８ 

農 道 舗 装 

事 業 費 

 

農道整備事業 

 

7,898 

 

○農道整備を行うことにより、農産物搬出時の荷傷み等を防止するととも

に、農作業の効率化を図る。 

・農道舗装工事 

東茂呂  市道5195号線 Ｌ＝240ｍ Ｗ＝3.0ｍ 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  10 

農 業 再 生 

対 策 費 

 

農業再生対策事業 

 

38,376 

 

○担い手育成支援対策事業 

水・陸田において、計画的多角的土地利用を行う担い手農業者の育成を

図るため、４haを超えて麦と大豆・新規需要米を二毛作で生産拡大に取

り組む集積転作実施者に対し、その面積に応じて助成する。 

・事業主体    市農業再生協議会 

・集積転作実施者 上限10,000円／10ａ 

 

○主食用米過剰作付け解消奨励金 

需要に応じた米の生産、需要のある作物の産地化及び担い手農業者の育

成を図るため、新規需要米等の生産数量目標を超過した面積に対し交付

する。 

・事業主体    市農業再生協議会  

・認定農業者   上限20,000円／10ａ 

・一般農業者   上限10,000円／10ａ 

 

○新規需要米奨励金 

需要のある作物への転換及び米穀の需給安定の推進を図るため、新規需

要米（飼料用米・加工用米・ＷＣＳ用稲・輸出用米）を生産する者のう

ち、目標達成者に対し交付する。 

・事業主体    市農業再生協議会 

・新規需要米を生産販売する農業者 上限5,000円／10ａ 

 

○経営所得安定対策等推進事業 

経営所得安定対策制度を推進し、農業経営の安定と食料自給率の向上及

び農業の多面的機能の維持を図るため、事業運営する協議会に助成する｡ 

・事業主体    市農業再生協議会  ・補助率 10／10 

 

- 33 -



 

款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

７ 

商 工 費 

１ 

商 工 費 

３ 

商 工 業 

振 興 費 

 

商工業振興事業 

 

22,133 

 

○市内中小企業者等の経営の安定と活性化を図るため、各種団体等と連携

して事業を行う。 

・住宅リフォーム補助事業 

・新商品等開発補助事業 

 

 

本場結城紬振興事業 

 

15,346 

 

○伝統産業活用事業 

本市の伝統産業である結城紬の振興とＰＲ及び観光誘客を図るため、観

光物産センターと伝統工芸館において結城紬の地機織りの実演を行う。 

・委託先 県本場結城紬織物協同組合 

 

○本場結城紬きもの等活用事業 

市が所有する結城紬のきもの等を活用し、誰もが気軽に結城紬のきもの

着用ができる機会を設けることにより、結城紬と和装文化のＰＲ及び普

及促進を図る。 

・委託先 ゆうき着楽会 

 

○伝統工芸技術習得奨励補助事業 

結城紬製造技術の保存伝承、後継者育成・確保及び産地の安定化を図る

ため、結城紬の技術習得を目指す者に対して補助金を交付する。 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  

 

 

 

 

中心市街地活性化事業 

 

5,245 

 

○起業・創業支援事業 

地域資源を掘り起こし、地域経済の活性化を図るため、本市で新たな事

業経営を目指す起業者を対象にしたセミナーを開催する。 

・委託先 結城商工会議所 

 

○空店舗等活用事業 

中心市街地活性化区域内の空店舗を活用して魅力ある専門店等を運営す

るために、本市の起業・創業支援事業による支援を受けた者（証明書交

付）に対して、店舗に係る改修費等に対し補助金を交付する。 

・空店舗活用補助 

１年目   改修費の１／２補助 上限1,000,000円 

２・３年目 家賃補助      上限 500,000円 

 

 

ふるさと結城応援寄附金 

推進事業 

 

101,897 

 

○「ふるさと結城応援寄附金」を推進し、積極的に自主財源を確保すると

ともに、地場産業の育成と地域活性化に寄与する。 

・返礼品の拡充 

・インターネットサイトを活用した周知啓発 

 

４ 

企 業 立 地 

推 進 費 

 

企業誘致促進事業 

 

39,804 

 

○企業の立地を促進し、産業振興及び雇用拡大を図るため、市内指定地区

に事業所を新設・移設・増設した事業者に企業誘致奨励金を交付する。 

・奨励金対象企業数  新設３社 移設１社 増設５社 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  

 

５ 

観 光 費 

 

観光振興事業 

 

10,354 

 

○本市への観光誘客及び観光振興を図るため、市観光協会が行う催事等に

要する経費に対して補助金を交付する。 

・市観光協会事業補助 

主な実施イベント 

結城さくらイベント（ＭＵＳＵＢＩマルシェ） 

夏祭り中日イベント 

祭りゆうき 

きものｄａｙ結城 

 

 

観光情報発信事業 

 

3,000 

 

○歴史を題材とした観光誘客事業「結城家物語」と題し、結城家にゆかり

のある場所の紹介や、歴史に触れる機会を設け、歴史資源の認知向上と

その観光資源化を図る。 

・実施内容 結城家に関する歴史的コンテンツの選定及び磨き上げ 

イベント開催等の情報発信 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

８ 

土 木 費 

１ 

土 木 

管 理 費 

２ 

地籍調査費 

 

地籍調査事業 

 

17,614 

 

○国土調査法に基づき、一筆ごとの土地の境界や権利関係を調査し、地籍

簿及び地籍図を作成することにより、土地に関する基本資料を整備する｡ 

・結城９地区（房山、山田内、峯崎） 

Ａ＝0.17k㎡  道路、水路、民有地の境界確認 

一筆ごとの権利調査及び測量 

・結城８地区（房山、山田内） 

Ａ＝0.22k㎡  地籍図案の作成、各筆面積計算 

・結城７地区（城の内、房山、新堤） 

Ａ＝0.18k㎡  地籍図、地籍簿の作成、成果の閲覧 

 

２ 

道 路 

橋 梁 費 

２ 

道路維持費 

 

市道舗装補修事業 

 

107,289 

 

○道路舗装の陥没、段差、路肩の崩れ等を補修し、安全な状態にする。 

・測量調査委託（路面性状基礎調査 Ｌ＝500ｍ） 

・舗装補修工事（箇所付け14か所、その他市内一円） 

・市道維持補修用資材購入 

 

 

市道舗装修繕事業 

 

5,000 

 

○老朽化による劣化や損傷した道路舗装を計画的に修繕し、安全な状態に

する。 

・舗装補修工事（田間） Ｌ＝95ｍ Ｗ＝6.6ｍ 

 

 

市道排水整備事業 

 

30,836 

 

○道路の排水不良を解消するため、雨水排水施設を整備する。 

・設計委託  （１か所） 

・排水整備工事（箇所付け２か所、その他市内一円） 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

 

 

 

 

 

 

 

交通安全施設整備事業 

 

11,500 

 

○交通事故防止のため、道路反射鏡、区画線、警戒標識等を設置する。 

・交通安全道路施設整備工事 

 

 

橋梁維持補修事業 

 

50,500 

 

○橋梁長寿命化修繕計画に基づき、橋梁修繕の設計、修繕工事及び定期点

検を実施する。 

・橋梁修繕設計委託 ３橋 

・橋梁定期点検委託 75橋 

・橋梁修繕工事   ３橋 

 

３ 

道 路 新 設 

改 良 費 

 

市道５２３４号線道路改良

事業 

 

39,110 

 

○道路拡幅により、通学児童生徒の安全確保と地域間交通の円滑化及び利

便性の向上を図る。 

・測量調査委託 

・道路改良工事   Ｌ＝160ｍ Ｗ＝８ｍ 

・道路改良附帯工事 

・物件移転補償 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

 

 

 

 

 

 

 

市道０１１５号線道路改良

事業 

 

102,817 

 

○道路拡幅により、通学児童生徒の安全確保と地域間交通の円滑化及び利

便性の向上を図る。 

・測量調査委託 

・不動産鑑定委託 

・物件補償調査委託 

・道路改良工事        Ｌ＝113ｍ Ｗ＝８ｍ 

・道路改良工事（流末排水工） Ｌ＝359ｍ 

・道路改良附帯工事 

・用地買収 

・物件移転補償 

 

 

市道整備事業 

 

40,327 

 

○道路の拡幅や舗装を実施することにより、交通の円滑化と利便性の向上

を図る。 

・測量調査委託 

・不動産鑑定委託 

・道路改良工事（５か所） 

・舗装新設工事（３か所） 

・道路改良附帯工事 

・物件移転補償 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

 

 

３ 

都 市 

計 画 費 

１ 

都 市 計 画 

総 務 費 

 

住宅・建築物耐震改修事業 

 

1,918 

 

○昭和56年以前に建築された民間木造住宅の安全性を確保するため、耐震

対策に必要な改修費用の一部助成を行い、耐震化促進を図る。 

・木造住宅耐震診断士派遣事業  ５戸 

・木造住宅耐震改修費補助    １戸 

 

○地震等の自然災害や老朽化に伴うブロック塀等の倒壊による被害を未然

に防ぐため、通学路等に面する危険ブロック塀等の撤去に必要な費用の

一部助成を行い、通行人の安全を確保する。 

・危険ブロック塀等撤去費補助  ３件 

 

３ 

街路事業費 

 

都市計画道路 

３・４・１８号線整備事業 

 

171,707 

 

○ＪＲ水戸線で分断された市街地の外郭道路として南北の連絡機能の強化

や、中心市街地への自動車交通の流入抑制、安全な通学路の確保、隣接

している指定避難所である学校への安全な移動等の役割を担う幹線道路

として、県とともに都市計画道路３・４・１８号線（鹿窪・砂窪線）を

整備する。 

・不動産鑑定委託 

・物件補償調査委託 

・用地買収 

・物件移転補償 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

 

 

 

 

５ 

公 園 費 

 

山川不動尊あやめ園整備 

事業 

 

100,724 

 

○山川不動尊周辺地区に、豊かな自然資源を活かした公園を整備し、自然

環境の保全や希少な動植物を保護することで、自然とのふれあいや動植

物の観察の機会を創出し、子どもたちの教育環境の充実を図る。 

・建設資材価格等特別調査 

・山川不動尊あやめ園整備工事 

 

６ 

北西部地区 

土 地 区 画 

整理事業費 

 

富士見町土地区画整理事業 

 

38,272 

 

○北部地域の住環境整備のため、富士見町土地区画整理組合の区画整理事

業に係る運営費に対して補助金を交付する。 

・富士見町土地区画整理事業補助金 

事業運営費補助 

 

 

逆井土地区画整理事業 

 

12,852 

 

○北部地域の住環境整備のため、逆井土地区画整理組合の区画整理事業に

係る運営費に対して補助金を交付する。 

・逆井土地区画整理事業補助金 

事業運営費補助 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

 

 

 

 

 

 

 

四ツ京土地区画整理事業 

 

53,020 

 

○北部地域の住環境整備のため、四ツ京土地区画整理組合の区画整理事業

に係る運営費に対して補助金を交付する。 

・四ツ京土地区画整理事業補助金 

事業運営費補助 

・社会資本整備総合交付金事業市補助金 

都市計画道路整備工事  築造 Ｌ＝148.0ｍ 

区画道路整備工事    築造 Ｌ＝ 91.0ｍ 

舗装 Ｌ＝ 64.3ｍ 

物件移転補償      ５件 

 

４ 

住 宅 費 

１ 

住宅管理費 

 

市営住宅維持改修事業 

 

75,365 

 

○市営住宅の退去後の修繕により新規入居希望者へ住宅を提供するととも

に、緊急時の修繕により入居者に安全・安心な生活を提供する。 

・退去時修繕        11件 

 

○市営住宅の一部使用材料にアスベストが混入されている可能性があるた

め、事前に調査を実施することにより、改修工事等の際に入居者及び作

業員を健康被害から守る。 

・市営住宅アスベスト調査  ２回 

 

○老朽化した市営住宅の長寿命化工事を行うことにより、建物の劣化防止､

耐久性向上を図り、安全で快適な住宅を提供できるようにする。 

・市営住宅長寿命化改修工事 

かなくぼ住宅      ５棟 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

９ 

消 防 費 

１ 

消 防 費 

２ 

非 常 備 

消 防 費 

 

消防団活動事業 

 

20,064 

 

○非常備消防機関である消防団に対し、福利厚生のほか、火災や災害等の

緊急の活動及び予防啓発活動等に必要な装備を配備することで、消防団

活動の充実を図る。 

 

３ 

消防施設費 

 

消防ポンプ自動車購入事業 

 

24,268 

 

○老朽化した消防ポンプ自動車を更新し、地域消防体制の確立を図るため､

普通自動車運転免許証で運転ができる3.5ｔ消防ポンプ車を導入する。 

・3.5ｔ消防ポンプ自動車 １台 

・配置先 第８分団 

 

５ 

災害対策費 

 

避難施設・備蓄体制整備 

事業 

 

183 

 

○避難所に戸別受信機を設置し、防災行政無線の放送が受信可能となるこ

とで、避難者へ正確な情報提供を図る。 

・避難所 ２か所 

 

 

総合防災訓練開催事業 

 

670 

 

○地域防災計画に基づき大規模災害発生を想定した実践型訓練を実施する｡

関係機関相互の協力体制を強化し、防災活動の円滑化を期するとともに､

自主防災組織及び協定締結団体等に参加を呼びかけ、防災に関する理解

と意識の高揚を図る。 

・日 時  11月30日 

・場 所  鹿窪運動公園、市役所本庁舎 

・参 加  自主防災会・関係機関・市民 約300人 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  

 

 

 

 

自主防災組織育成事業 

 

414 

 

○自主防災組織の結成促進と組織強化を目的とし、設立に要する経費、資

機材購入経費の一部を助成する。 

・設立団体経費  ２団体（助成額 50,000円／団体） 

・資機材費    ２団体（助成額 100,000円／団体） 

 

○地域防災力の向上を図るため、専門的な知識を有する防災士の資格取得

に要した経費の一部を助成する。 

・防災士資格取得補助 ３人（助成額 30,000円／人） 

 

 

災害情報伝達手段整備事業 

 

7,369 

 

○災害時に全職員の安否確認並びに登庁の可否を確認できる緊急参集シス

テムを導入し、災害時には、登庁可能職員数を把握するとともに、職員

が記録した写真をシステム内で伝達することで、迅速な情報共有を行う｡ 

 

○防災行政無線による災害情報の確実な伝達を図るための維持管理及び拡

声子局と非常用親局バッテリー交換を行う。また、防災行政無線の受信

が困難な自治協力員宅に対して調査を行い、受信状況を改善するための

外部・内部アンテナを整備し、災害時の情報手段の確保を図る。 

・拡声子局バッテリー交換工事     ３局 

・非常用親局バッテリー交換工事    １局 

・戸別受信機購入           ２台 

・室内アンテナ購入          ２台 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

10 

教 育 費 

１ 

教 育 

総 務 費 

２ 

事 務 局 費 

 

入学祝品支給事業 

 

10,445 

 

○子育て支援の一環として、小学校入学予定者へ入学祝品としてランドセ

ルを支給し、保護者の経済的負担の軽減を図る。 

・対象 次年度小学校入学予定者 

 

 

小中学校適正配置等推進 

事業 

 

4,209 

 

○結城南中学校区の新設校設置に係る具体的な内容を検討する。 

・結城南中学校区新設校推進委員会の開催 

・専門部会の開催 

・ワーキングチーム会議の開催 

・学校再編コーディネーター １人 

 

 

奨学金貸付事業 

 

4,530 

 

○奨学金の貸付により、学資の負担を軽減し、学生が安心して学べるよう

支援する。 

・新規奨学金貸与者 10人 

・継続奨学金貸与者 ８人 

 

３ 

教育指導費 

 

外国語指導助手派遣事業 

 

30,462 

 

○小学校３・４年生の外国語活動及び小学校５・６年生、中学生の外国語

科の授業において、英語を用いた実践的なコミュニケーション能力の向

上を図る。 

・英語指導助手を小中学校に７人派遣 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

 

 

 

 

 

 

 

小学校英語活動推進事業 

 

959 

 

○英語の基礎と国際感覚を身につけられるように小学校１・２年生の外国

語活動の充実を図る。 

・英語への興味関心を高めるため英語専門指導員を小学校に派遣 

・外国語活動用教材の整備 

 

 

読書活動奨励推進事業 

 

444 

 

○児童生徒の豊かな情操を培い、語彙力や表現力を育成するために、市内

の各学校で読書活動に積極的に取り組んでいる児童生徒に対し「市長賞｣

を授与し奨励する。 

・対象 小学校４～６年生のうち100冊以上読破の児童 

中学校１～３年生のうち 50冊以上読破の生徒 

 

 

水泳学習指導民間委託事業 

 

14,552 

 

○民間スイミングスクールを活用した小中学校の水泳学習を実施すること

で、児童・生徒の泳力向上及び施設管理における負担軽減を図るととも

に、一部の学校プールにおいて共同利用を実施し、小小連携の充実及び

施設の維持管理経費の節減を図る。 

・民間プール対象 結城西小学校、絹川小学校、城西小学校 

結城南中学校 

・共同利用対象  江川北小学校・江川南小学校 

※江川北小学校で実施 

山川小学校・上山川小学校 

※上山川小学校で実施 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

 

 

 

 

 

 

 

児童生徒自立支援事業 

 

12,084 

 

○不登校を含め、問題を抱える児童生徒の早期発見と支援、問題の未然防

止及び解消を図るため、生徒指導相談員等を配置する。 

・生徒指導相談員    ４人 

・スクールカウンセラー １人 

 

 

社会人ＴＴ等配置事業 

 

76,699 

 

○複数教員の配置によるきめ細やかな指導を取り入れ、基礎学力の向上を

図る。 

・県費によるＴＴ等が派遣されない学校に講師を配置    ５人 

 

○様々な障害のある児童生徒一人一人の教育的ニーズに合った支援をする｡ 

・特別な支援を要する児童生徒に特別支援教育支援員を配置 35人 

 

 

学校図書館運営事業 

 

37,130 

 

○学校司書を各小学校に派遣するとともに、小中学校において図書管理シ

ステムを活用することにより、読書に親しむ機会をより多く提供し読書

活動への理解と普及を図る。 

・学校司書  ９人 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

 

 

 

 

 

 

 

紬のふるさと体験授業推進

事業 

 

581 

 

○市の誇る優れた地場産業を授業で取り扱い、郷土のよさを再認識させ、

郷土を愛する心情を高めるとともに、小山市との交流の機会とする。 

・結城紬の着心地を体験させることによって、伝統工芸のすばらしさ

を学習する。 

・市内中学校での体験（中学２年生） 

・小山市立絹義務教育学校での体験（中学１年生） 

 

２ 

小学校費 

２ 

教育振興費 

 

小学校ＩＣＴ整備推進事業 

 

71,436 

 

○学習用タブレット端末等の情報通信機器を利用した学習への取組を支援

するとともに、校務支援システムの活用により教職員の働き方改革の推

進を図る。 

・ＩＣＴ教育支援委託 

・タブレット端末設定委託 

・タブレット端末賃借 

・学習用ソフト等使用料 

・教職員用パソコン賃借 

・校務支援システム賃借 

 

３ 

学校建設費 

 

小学校施設整備事業 

 

17,254 

 

○児童が安全で快適に学ぶことができる教育環境を整備する。 

・防火設備改修工事（結城小学校） 

・放送設備改修工事（江川北小学校） 

・小学校空調設備改修工事（結城小学校） 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

 

 

３ 

中学校費 

２ 

教育振興費 

 

中学校ＩＣＴ整備推進事業 

 

25,145 

 

○学習用タブレット端末等の情報通信機器を利用した学習への取組を支援

するとともに、校務支援システムの活用により教職員の働き方改革の推

進を図る。 

・ＩＣＴ教育支援委託 

・タブレット端末設定委託 

・タブレット端末賃借 

・学習用ソフト等使用料 

・教職員用パソコン賃借 

・校務支援システム賃借 

 

３ 

学校建設費 

 

中学校施設整備事業 

 

11,485 

 

○生徒が安全で快適に学ぶことができる教育環境を整備する。 

・中学校空調設備改修工事（結城中学校） 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

 

 

４ 

幼稚園費 

１ 

幼 稚 園 費 

 

地域子育て支援事業 

 

3,925 

 

○乳幼児を取り巻く環境の変化に対応するために、次の事業を実施する。 

・地域交流事業 

園児が地域住民と交流するための事業を実施する市内幼稚園及び

認定こども園に補助金を交付する。 

・一時預かり事業（幼稚園型） 

市内在住児が通常の教育時間を超えて利用する場合に、新制度に 

移行した幼稚園及び認定こども園に補助金を交付する。 

・実費徴収に係る補足給付事業 

新制度に移行していない幼稚園に通う副食費免除対象者に対し、

補助金を交付する。 

 

５ 

社 会 

教 育 費 

１ 

社 会 教 育 

総 務 費 

 

家庭教育支援事業 

 

453 

 

○全ての教育の出発点である家庭の教育力向上を図るため、幼児期の家庭

の在り方や保護者としての役割を啓発するとともに、子どもの発達段階

に応じた各種学級や講座を開催する。 

・募集型家庭教育学級の開催 

・子育て講座の開催 

 

２ 

人権教育費 

 

人権教育推進事業 

 

666 

 

○人権問題の正しい理解と認識を深めるために、市民及び市職員を対象に

研修会を実施するとともに、広報紙を通して啓発活動を行う。 

・人権講演会の開催 

・広報ゆうき「人権コラム」での啓発 

・出前講座等における人権問題学習会の開催 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

 

 

 

 

３ 

青 少 年 

教 育 費 

 

青少年相談員設置事業 

 

923 

 

○青少年の犯罪防止や環境浄化を図るため、市青少年相談員が行う活動を

支援する。 

・街頭巡回の実施 

・有害環境の改善 

・各種広報活動の実施 

 

 

青少年教育推進事業 

 

3,075 

 

○小中学生に対する教育の充実を図るとともに、青少年の健全育成を推進

する各種団体への支援を行う。 

・スクールサポーターの派遣     市内小中学校等 

・広島平和記念式典への中学生派遣  中学２年生６人 

・青少年育成結城市民会議への支援 

・市子ども会育成連合会への支援 

 

 

友好都市交流事業 

 

662 

 

○福井市との友好を深めるとともに、両市の歴史的な関わりや文化を理解

し、幅広い見識を養うため、小学校６年生８人による相互交流を実施す

る。 

・結城市交流 ７月実施 

・福井市交流 ８月実施 

 

 

地域未来塾運営事業 

 

861 

 

○中学生の学力向上と地域の教育力向上を図るため、地域の様々な関係者

と連携し、希望者を対象に講義形式の教室を開催して学習支援を行う。 

・数学教室、英語教室の開催 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

 

 

 

 

４ 

公 民 館 費 

 

公民館運営事業 

 

703 

 

○教養の向上や趣味、健康増進など、市民の多様な学習意欲のニーズに応

じた講座を開設し、市民生活の充実と生涯学習の推進を図る。 

・市民講座の開設  20講座 

・講座開設中の一時保育の実施 

 

５ 

図 書 館 費 

 

市民情報センター・ゆうき

図書館管理運営事業 

 

297,078 

 

○市民の文化活動、学習活動及び読書活動の促進を図るため、指定管理者

による、市民情報センター・ゆうき図書館の事業運営と施設の維持管理

を行う。 

・指定管理者 （公財）結城市文化・スポーツ振興事業団 

 

６ 

文 化 財 

保 護 費 

 

文化財保護事業 

 

61,376 

 

○史跡等の環境整備や埋蔵文化財包蔵地の試掘調査等を実施することで、

文化財の周知や保護、後世への伝承を図る。 

・史跡等の環境整備 

・市内遺跡試掘調査 

・武井地区畑地帯総合整備事業に伴う出土遺物の整理作業 

 

 

結城廃寺跡整備事業 

 

16,292 

 

○史跡整備基本計画に基づき、国指定史跡結城廃寺跡附結城八幡瓦窯跡の

史跡整備推進を図るため、保存整備委員会を開催し、史跡公園整備に向

けた遺構、遺物、展示物等の検討を行うとともに、発掘調査で出土した

遺構・遺物の整理作業を実施する。 

・保存整備委員会 １回開催 

・発掘調査で出土した遺構・遺物の整理作業 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

 

 

 

 

７ 

文 化 振 興 

事 業 費 

 

文化振興事業 

 

806 

 

○文化芸術推進基本計画に基づき、市民の文化芸術活動の活性化を図り、

自主的な文化活動を推進するため、市文化協会が主催する各種活動への

支援を行う。 

・文化芸術審議会の開催 

・ゆうき市文化祭への支援 

 

 

市民文化センター管理運営

事業 

 

61,372 

 

○市民文化の振興と向上を図るため、指定管理者による市民文化センター

の事業運営と施設の維持管理を行う。 

・指定管理者 （公財）結城市文化・スポーツ振興事業団 

 

 

市民文化センター改修事業 

 

1,388,635 

 

○市民文化センターの避難所としての安全性確保と防災機能強化を図るた

め、施設の改修を行う。 

（令和６、７年度継続事業） 

・天井等改修工事監理委託 

・天井等改修工事 

 

６ 

保 健 

体 育 費 

１ 

保 健 体 育 

総 務 費 

 

スポーツ活動支援事業 

 

3,151 

 

○市民のスポーツ活動を支援するため、各種団体や指導者の育成を行い、

活力ある生涯スポーツ社会の実現を図る。 

・各種スポーツ団体やスポーツを支える人材の育成 

・市内在住者等のアスリート支援 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

 

 

 

 

 

 

 

 

北関東中学校野球大会開催

事業 

 

2,220 

 

○青少年の健全育成と相互交流を図るとともに、スポーツの普及発展を推

進するため、北関東中学校野球大会を開催する。 

・開催時期 ７月 

 

 

中学校各種球技大会開催 

事業 

 

769 

 

○青少年の健全育成と相互交流を図るとともに、スポーツの普及発展を推

進するため、中学校の各種スポーツ大会を開催する。 

・開催時期 ４～６月 

・開催種目 茨城県・栃木県中学校女子バレーボール大会 

近隣中学校男子バレーボール結城大会 

近県中学校ソフトテニス結城大会 

近県中学校卓球結城大会 

 

 

スポーツ大会開催事業 

 

4,287 

 

○誰もが気軽にスポーツ・レクリエーションを楽しむことができる環境を

創出する。 

・スポーツレクリエーション祭の開催 

・結城シルクカップロードレース大会実行委員会への補助 

開催日 令和８年２月15日 

種 目 親子ペア （1.8km） 小学生男女（1.8km） 

中学生男女（ ３km） 一般男女 （ ５km・10㎞） 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

 

 

 

 

２ 

体育施設費 

 

スポーツ施設管理運営事業 

 

2,098 

 

○各施設の維持管理を適切に行い、市民の健康づくりに寄与する。 

・各施設の利用状況の把握、維持管理 

川木谷野球場 （市直営） 

才光寺運動公園（市直営） 

 

 

鹿窪運動公園施設管理運営

事業 

 

105,325 

 

○市民の健康づくりに寄与し、スポーツの振興を図るため、指定管理者に

よる鹿窪運動公園の事業運営と施設の維持管理を行う。 

・指定管理者 （公財）結城市文化・スポーツ振興事業団 

 

 

紬の里結城パークゴルフ場

管理運営事業 

 

1,951 

 

○紬の里結城パークゴルフ場の維持管理を適切に行い、市民の健康づくり

に寄与する。 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

 

 

 

 

３ 

学 校 給 食 

施 設 費 

 

学校給食センター運営管理

事業 

 

456,505 

 

○安全安心な学校給食の安定的供給及び効率的な運用を図るため、適切な

業務委託及び施設内設備の更新等を行う。 

・学校給食調理委託 小学校９校、中学校３校 4,000食／日 

・運転委託     運転手４人、運転補助員４人 

・調理場内の衛生検査等 

・各種機械設備等の保守点検及び修繕 

・老朽化した設備の計画的な更新 

 

○学校給食費の公会計化により徴収業務を市が直接行うことで、会計事務

の効率化を図るとともに、教員の負担軽減による児童生徒への教育時間

の確保に寄与する。 

 

○子育て世帯への経済的負担を軽減するため、３人以上の子供が同時に義

務教育を受けている場合に、市内小中学校に在籍する３人目以降の学校

給食費を無料とする。 

 

○児童・生徒が食に対する関心を深め、健康的な食習慣を身につけられる

よう、本市をはじめとした各地域の特産品を利用した給食の提供や食育

授業を実施する。また、情報発信として「パックンメモ」の発行や地産

地消献立の提供を毎月実施し、学校給食を生かした食育を推進する。 

・地産地消献立（23回／年） 

・食に関する指導（小学校１年生～中学校２年生） 

・給食センターしらべ隊（１回／年） 

・セレクトデザート給食（小学校６年生） 
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国民健康保険特別会計                                                   （単位：千円） 

款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

５ 

保 健 

事 業 費 

１ 

特定健康 

診 査 等 

事 業 費 

１ 

特 定 健 康 

診 査 等 

事 業 費 

 

特定健康診査等事業 

 

26,698 

 

○40歳以上の国民健康保険被保険者に対し、特定健康診査を実施すること

により、特定保健指導の対象者を選定し、生活習慣病の予防徹底及び医

療費の削減を図る。 

・特定健康診査の実施（目標 特定健康診査実施率 32.0％） 

・特定保健指導の実施（目標 特定保健指導実施率 11.5％） 

 

２ 

保 健 

事 業 費 

１ 

保 健 衛 生 

普 及 費 

 

国保保健事業 

 

11,536 

 

○国民健康保険被保険者の健康の保持増進や、生活習慣病の重症化予防を

目的とした市国民健康保険第３期データヘルス計画を推進するために、

各種保健事業を実施する。 

・特定健診未受診者対策（特定健康診査未受診者受診勧奨事業） 

・かかりつけ医及び地域の薬局と連携した保健事業 

・40歳未満早期介入保健指導事業 

・生活習慣病等重症化予防事業 

・糖尿病性腎症重症化予防事業 

・重複・頻回受診者に対する事業（受診行動適正化事業） 

・重複・多剤服薬者に対する事業（服薬情報通知事業） 

・重複・多剤服薬者に対する保健指導事業 

・後発医薬品普及啓発事業 

・エイズ予防啓発事業 
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介護保険特別会計                                                     （単位：千円） 

款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

３ 

地域支援 

事 業 費 

２ 

一般介護 

予 防 

事 業 費 

１ 

一 般 介 護 

予防事業費 

 

健康教育事業 

 

6,321 

 

○介護予防教室、運動機能向上教室、生活機能向上リハビリ教室、生きが

い講座を実施し、高齢者の健康づくりと介護予防の促進を図る。 

 

 

地域介護予防活動支援事業 

 

262 

 

○介護予防サポーターの育成、シルバーリハビリ体操指導士の育成・養成

を行うことにより、高齢者サロンなどの住民相互による地域に根差した

介護予防に資する多様な地域活動の支援を実施する。 

 

３ 

包 括 的 

支援事業 

・ 任 意 

事 業 費 

１ 

包 括 的 

支援事業費 

 

総合相談事業 

 

66,000 

 

○高齢者及びその家族の様々な相談窓口として、地域包括支援センターの

専門職（保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員）が対応し、必要に

応じて適切な機関、制度やサービスにつなぎ、総合的に支援を行う。 

総合相談事業の更なる充実と機能強化を図るため、地域包括支援センタ

ーを外部委託により３か所設置。 

・東部地域包括支援センター 

・西部地域包括支援センター 

・南部地域包括支援センター 

 

２ 

包 括 的 

支援事業費 

（社会保障 

充 実 分 ） 

 

在宅医療・介護連携推進 

事業 

 

7,537 

 

○高齢者が住み慣れた地域で、最期まで自分らしく暮らし続けられるよう

医療と介護を一体的に提供する体制整備を図る。 

在宅での医療等の相談に対応する窓口として、在宅ケア相談センターを

外部委託により１か所設置。 

・医療・介護関係者の連携の支援 

・在宅医療・介護連携推進協議会の開催 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

   

 

 

生活支援体制整備事業 

 

7,200 

 

○多様な主体と連携しながら、日常生活上の支援体制の充実・強化及び高

齢者の社会参加の推進に向け、生活支援、介護予防の基盤整備を図る。 

・協議体の活動支援 

・生活支援コーディネーターの配置 

 

 

認知症初期集中支援推進 

事業 

 

126 

 

○認知症が疑われる高齢者等に対して、必要な医療や介護の導入・調整、

家族支援などの初期の支援を包括的・集中的に行うために、多職種の専

門職チームによる活動を実施する。 

・認知症初期集中支援の実施 

 

 

認知症地域支援・ケア向上

事業 

 

164 

 

○認知症の方が、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、関係

機関との連携体制の構築や、高齢者やその家族等への相談支援を行う。 

・認知症地域支援推進員研修への参加 

・認知症施策推進協議会の運営 

・認知症ケアに携わる多職種協働のための研修の開催 

 

 

地域ケア会議推進事業 

 

157 

 

○支援が必要な高齢者等への適切な支援を行うため、多様な関係者でケー

スを検討することによって共有された地域課題を地域づくりや政策形成

につなげる。 

・地域ケア推進会議の開催 

・地域ケア会議の支援 
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款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

  ３ 

任意事業費 

 

家族介護支援事業 

 

836 

 

○高齢者を在宅で介護している方のリフレッシュを図るため、家族介護者

交流会を実施する。 

 

○ねたきり高齢者等を介護している方の経済的負担を軽減するため、介護

用品購入費を助成する。 

 

○認知症高齢者の見守り体制の構築を目的とした、認知症に関する広報・

啓発活動を実施する。 

 

 

地域自立生活支援事業 

 

4,084 

 

○高齢者の食の自立と生活の質の確保を図るため、調理が困難な高齢者に

配食サービスを提供し、栄養管理及び安否確認を実施する。 
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下館・結城都市計画事業結城南部第二土地区画整理事業特別会計                                （単位：千円） 

款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

２ 

土地区画 

整 理 費 

１ 

土地区画 

整 理 費 

１ 

土 地 区 画 

整理事業費 

 

社会資本整備総合交付金 

事業 

 

13,800 

 

○社会資本整備総合交付金を活用し、区画道路及び物件移転の整備を実施

する。 

・区画道路整備工事     築造  Ｌ＝42.0ｍ 

舗装  Ｌ＝49.3ｍ 

・物件移転補償       ２件 

 

 

土地区画整理事業 

 

12,387 

 

○公共施設の整備改善、土地利用の増進を図るとともに秩序ある良質な住

環境を形成するため、区画道路の整備、物件移転等を実施する。 

・画地確定測量 

・換地設計変更 

・不動産鑑定 

・市有地等管理 

・側溝清掃 

・都市計画道路詳細設計 

・道路補修工事 

・宅地整地工事 

・区画道路整備工事 

・給排水施設移設工事 

・保留地等埋設物撤去工事 

・物件移転補償       ２件 

・仮換地指定等に伴う補償  １件 
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下館・結城都市計画事業結城南部第三土地区画整理事業特別会計                                （単位：千円） 

款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

２ 

土地区画 

整 理 費 

１ 

土地区画 

整 理 費 

１ 

土 地 区 画 

整理事業費 

 

土地区画整理事業 

 

15,091 

 

○公共施設の整備改善、土地利用の増進を図るとともに秩序ある良質な住

環境を形成するため、物件移転等を実施する。 

・画地確定測量 

・換地設計変更 

・不動産鑑定 

・市有地等管理 

・側溝清掃 

・道路補修工事 

・給排水施設移設工事 

・物件移転補償       ４件 

・仮換地指定等に伴う補償  １件 
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水道事業会計                                                       （単位：千円） 

款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

１ 

資 本 的 

支 出 

１ 

建 設 

改 良 費 

１ 

施設整備費 

 

施設整備事業 

 

546,941 

 

○浄水場をはじめとする水道施設の整備・更新を実施することにより、安

全な飲料水を安定的に供給する。 

・本町浄水場及び林浄水場自動制御盤等更新工事 

（令和６、７、８年度継続事業） 

・林浄水場次亜貯留槽更新工事 

・林浄水場７号井ポンプ交換工事 

・林浄水場取水井水位計及び流入弁開度計更新工事 

 

３ 

第４次拡張 

事 業 費 

 

第４次拡張事業 

 

35,395 

 

○全市給水を目標に配水管布設工事を進めることにより、公衆衛生の向上､

福祉の増進と産業の振興を図り、健康で文化的な都市づくりを目指す。 

・配水管布設工事  Ｌ＝455ｍ   四ツ京 外３地区 

 

４ 

配水管更新 

事 業 費 

 

配水管更新事業 

 

168,257 

 

○石綿セメント管を耐震性のある配水ポリエチレン管やダクタイル鋳鉄管

等に更新し、耐震性の向上を図るとともに赤水及び漏水の解消を目指す｡ 

また、市水道事業管路更新計画に基づき、重要給水施設へ配水する基幹

管路の耐震化を促進し、地震等の災害時においても安定して安全な水道

水の供給を図る。 

・配水管布設替工事設計委託    上山川地区 

・配水管布設替工事 Ｌ＝1,570ｍ  栄町  外７地区 
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公共下水道事業会計                                                    （単位：千円） 

款 項 目 事 業 名 称 予 算 額 事  業  内  容 

１ 

資 本 的 

支 出 

１ 

建 設 

改 良 費 

１ 

汚 水 管 渠 

建設改良費 

 

汚水管渠建設改良事業 

 

298,436 

 

○汚水管渠を整備することにより、公共下水道事業計画区域内の公衆衛生

の向上及び公共用水域の水質保全を図る。 

・汚水管渠新設工事 Ｌ＝900ｍ 四ツ京 外 

 

２ 

雨 水 管 渠 

建設改良費 

 

雨水管渠建設改良事業 

 

356,104 

 

○雨水管渠を整備することにより、公共下水道事業計画区域内の浸水を防

止し、安全・安心な生活環境の確保を図る。 

・雨水管渠新設工事 Ｌ＝347ｍ 新堤仲通り 外 
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